
証券コード：6841

第2四半期連結累計期間
2014年4月1日～2014年9月30日 2014年度
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平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
当中間期（第2四半期連結累計期間）は、エネルギー

関連投資の拡大を背景に堅調に推移している制御事業
を中心に積極的な事業活動を展開しました。受注高は
前年度に海外の大口受注があったことから前年度に
比べ減少しました。売上高は主に制御事業の受注残が
順調に売り上がったことなどにより前年度に比べ増加
しましたが、営業利益は国内制御事業の粗利率悪化や
海外制御事業の将来に向けた先行投資などにより減益
となりました。なお、四半期純利益は投資有価証券売却益
を計上したことなどにより前年度に比べ増加しました。
これらの結果を受け、中間期としては6円の中間配当を
実施いたします。

さて、ここ数年の制御事業では、海外市場の成長に支え
られ全体としては一定の成果が出ている一方で、グロー
バル競争の激化や国内の市場構造の急激な変化などに
より、当社グループが目指す収益性の確保が厳しい状況
が続いています。この状況を打開するためには、成長
戦略を加速すると同時に、収益性改善への取り組み強化
として国内のビジネスコスト削減、国内生産を中心とした
コスト競争力の強化やグローバル全体最適による効率
向上などの実現が必須となっています。これら施策の
一環として、現在の機能や業務を抜本的に見直す中で、
国内の人財リソースの適正化のため、希望退職者の募集
を決議し、去る9月2日に公表いたしました。

なお、本施策に伴う費用は今期中に特別損失として
計上予定ですが、現時点では応募者数が未定のため、

通期業績に与える影響について合理的な見積りが難しい
状況です。従いまして、当初6円を予定していた期末配当
については「未定」に変更させていただきました。合理的
な見積りが可能となり次第速やかにお知らせすると
ともに、改めて配当予想を公表いたします。

来期が最終年度となる中期経営計画「Evolution 
2015」の目標達成と、その先の持続的な成長の実現に
向けて、株主の皆様のご期待に沿えるよう事業の一層
の拡大に向けてまい進してまいりますので、引き続き
ご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

 2014年12月

連結業績ハイライト
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トップメッセージ

代表取締役社長 代表取締役会長

2013年度（中間） 2014年度（中間）

2,161億円 2,053億円

2013年度（中間） 2014年度（中間）

110億円 103億円

2013年度（中間） 2014年度（中間）

1,796億円 1,844億円

2013年度（中間） 2014年度（中間）

65億円 76億円

前期までに終息または売却した事業などの影響により受注高・
売上高ともに減少。終息事業関連費用の減少などにより増益。

2013年度（中間） 2014年度（中間）

受注高 1,942億円 1,821億円

売上高 1,552億円 1,630億円

営業利益 107億円 97億円

海外売上高
比率 73.8% 74.5%

2013年度（中間） 2014年度（中間）

受注高 133億円 111億円

売上高 137億円 113億円

営業利益 4億円 7億円

制御事業

その他事業

主な製品・ソリューション
◎生産制御システム ◎安全計装システム ◎差圧・圧力伝送器
◎流量計 ◎レコーダ ◎分析計 ◎省エネ／新エネソリューション 
◎セキュリティソリューション ◎情報ソリューション　など

計測機器事業
主な製品・ソリューション
◎波形測定器 ◎光通信用測定器 ◎電力・温度・圧力測定器　など

受注高121億円　  売上高101億円　  営業損失1億円　  

受注高

営業
利益

売上高

四半期
純利益

国内市場・海外市場ともに受注高は減少したものの、前期まで
に積み上げた受注残が売り上がったことなどにより売上高は
増加。国内粗利率の悪化や将来の成長に向けた先行投資に
伴う販管費の増加などにより減益。

主な製品・ソリューション
◎航空機用計器 ◎航海関連機器 
◎気象・水文観測機器

統合生産制御システム「CENTUM® VP」 安全計装システム「ProSafe®-RS」

ジャイロコンパス

プレシジョン
パワースコープ

「PX8000」

光スペクトラム
アナライザ

「AQ6370D」
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2014年4月─10月の当社の活動の中から
主なものをご紹介します。　※日付は発表日です。

YOKOGAWA
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※CSMS
　 制御システムに関する
　セキュリティ・マネジメント・
　システム

※ISASecure® EDSA認証
　制御機器のセキュリティ保証に関する認証制度

●  ヨコガワ・インディアがインド
のララ超臨界圧火力発電所向け
制御システムを受注

  —インド火力発電公社から連続
して大型発電所向けシステムを
受注—　（6月16日）

●  ロシア国営石油会社ロスネフチ
と制御システムに関わる戦略的
パートナーシップ契約を締結

  —ロシアでの制御システム事業
拡大に弾み—　（6月18日）

●  統合生産制御システム「CENTUM® VP」がISASecure® 
EDSA認証※を取得

　 —分散形制御システムでは国内初の認証付与—　（7月15日）

●  インドネシアのカモジャン地熱発電所5号機
向け制御システムを受注　（8月6日）

●  「JPX 日経インデックス 400」の構成銘柄に
新たに選定　（8月11日）

●  業界最高クラスの長距離測定と温度分解能の
光ファイバ温度センサ「DTSX®3000」を発売
—長距離・広範囲にわたる温度分布の監視で
プラントや社会インフラの保全に貢献—　

（8月11日）

●  海外市場向けにエネルギー・パフォーマン
ス分析（Energy Performance Analytics
ソフトウエア）「EP-Analytics」の提供を11月
から開始すると発表　（9月2日）

●  米 国 デ ル とPCに 関 す るYOKOGAWA
専用モデルのグローバル供給契約を締結　

（9月10日）

●  安全計装システム「ProSafe®-RS」が中国
儀器儀表学会から優秀製品賞を受賞

　  —プラントの安全性向上への貢献が認め
られ、中国で数多くの導入につながった
ことが評価される—　（10月2日）

●  ヨコガワ・フランスが英国コーンウォー
ル州の廃棄物処理・発電施設向け制御シ
ステムを受注　（10月7日）

●  石油・天然ガスの開発・生産工程（アップ
ストリーム工程）に適した差圧・圧力伝
送器「DPharpシリーズ」低消費電力タイ
プの販売を12月から開始すると発表　

　 （10月23日）

●  株式会社村田製作所と当社がプラントに
おけるフィールド無線通信分野で提携　

（10月22日）

●  細胞の形態情報を簡単かつ高精度に定量
化する共焦点定量イメージサイトメー
ター「CQ1」が2014年度グッドデザイン
賞を受賞　（10月1日）

●  当社とヨコガワ・ミドルイースト・
アンド・アフリカが、サウジアラビア
初の超臨界圧火力発電所向け制御
システムを受注　（5月13日）

光ファイバ温度センサ「DTSX®3000」
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10 共焦点定量イメージサイトメーター「CQ1」

●  世界初、制御システムの
セ キ ュ リ テ ィ に 関 す る
CSMS※認証体制が確立、
横河ソリューションサー
ビス株式会社が認証機関
BSIグループジャパン株式
会社から認証を取得　

　 （4月25日）

認証登録証
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連結財務諸表（要約）　※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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（単位：百万円）

科目
当第2四半期

連結会計期間末
2014年9月30日

前連結会計年度末
2014年3月31日 増減

負債の部
流動負債 123,648 135,833 △12,185

短期借入金 19,166 19,286 △120
その他 104,482 116,547 △12,065

固定負債 73,549 70,980 2,569
長期借入金 62,009 62,120 △111
その他 11,540 8,860 2,680

負債合計 197,198 206,814 △9,616
純資産の部
株主資本 189,265 183,201 6,064

利益剰余金 106,537 100,470 6,067
その他 82,728 82,731 △3

その他の包括利益累計額 11,835 4,054 7,781
少数株主持分 6,512 4,851 1,661
純資産合計 207,614 192,106 15,508
負債純資産合計 404,813 398,920 5,893

連結貸借対照表
（単位：百万円）

科目
当第2四半期

連結会計期間末
2014年9月30日

前連結会計年度末
2014年3月31日 増減

資産の部

流動資産 241,804 239,983 1,821

現金及び預金 65,743 57,296 8,447

受取手形及び売掛金 126,194 135,053 △8,859

その他 49,867 47,634 2,233

固定資産 163,008 158,937 4,071

資産合計 404,813 398,920 5,893

連結損益計算書
（単位：百万円）

科目
当第2四半期
連結累計期間

2014年4月  1日から
2014年9月30日まで

前第2四半期
連結累計期間

2013年4月  1日から
2013年9月30日まで

増減

売上高 184,381 179,619 4,762
売上原価 107,728 103,995 3,733
売上総利益 76,652 75,624 1,028
販売費及び一般管理費 66,366 64,617 1,749
営業利益 10,286 11,007 △721
経常利益 10,920 10,744 176
特別利益 1,112 181 931
特別損失 232 212 20
税金等調整前四半期純利益 11,800 10,713 1,087

法人税等 3,234 3,514 △280

少数株主損益調整前
四半期純利益 8,566 7,198 1,368

少数株主利益 957 710 247
四半期純利益 7,608 6,487 1,121

連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科目
当第2四半期
連結累計期間

2014年4月  1日から
2014年9月30日まで

前第2四半期
連結累計期間

2013年4月  1日から
2013年9月30日まで

増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,337 7,849 5,488

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,164 △5,111 1,947

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,999 △1,775 △224

現金及び現金同等物に係る換算差額 671 1,200 △529

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,844 2,162 6,682

現金及び現金同等物の期首残高 55,857 58,826 △2,969

現金及び現金同等物の四半期末残高 64,702 60,988 3,714

株式の状況 (2014年9月30日現在)

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

600,000,000 株
268,624,510 株

23,502 名

株主数
23,502名

株式数
268,624千株

■個人株主
■外国株主
■その他法人
■金融機関
■証券会社
■自己株式

22,717名
405名
276名
65名
38名
1名

(96.65%)
(1.72%)
(1.17%)
(0.27%)
(0.16%)
(0.00%)

■金融機関
■外国株主
■個人株主
■その他法人
■自己株式
■証券会社

125,378,278株
72,781,936株
35,341,992株
13,339,136株
11,086,674株
10,696,494株

(46.67%)
(27.09%)
(13.15%)
(4.96%)
(4.12%)
(3.98%)

大株主 (上位10名、敬称略)

株主名 持株数(株) 所有比率(%)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 29,895,800 11.13

第一生命保険株式会社 15,697,000 5.84

日本生命保険相互会社 13,484,615 5.02

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 13,063,200 4.86

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社 11,261,000 4.19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 8,730,500 3.25

横河電機持株会 8,149,915 3.04

ジェーピー モルガン チェース バンク 385078 5,266,800 1.96

ジユニパー 3,218,500 1.20

BNPパリバ証券株式会社 3,214,485 1.20

※当社は自己株式を11,086,674株所有していますが、上記の大株主からは除外しています。

所有者別株式分布状況所有者別株主分布状況

会社概要 (2014年9月30日現在)

商号 横河電機株式会社

英文社名 Yokogawa Electric Corporation

創立 大正4年（1915年）　  9月1日

設立 大正9年（1920年）　12月1日

資本金 43,401,056,425円

従業員数 19,679名（連結）　2,899名（個別）

本社 〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32

関係会社数 海外71社　国内14社

役員一覧 (2014年9月30日現在)

代表取締役会長 海堀　周造
代表取締役社長 西島　剛志
取締役専務執行役員 黒須　　聡
取締役 奈良　　寿
取締役常務執行役員 中原　正俊
取締役執行役員 穴吹　淳一
社外取締役　 棚橋　康郎

浦野　光人
宇治　則孝

常勤監査役　 小柳　敬史
牧野　　清

社外監査役 麻崎　秀人
宍戸　善一
山下　　泉

常務執行役員 藤井　　隆
鈴木　周志

執行役員 山崎　正晴
小西　信彰
河田　泰紀
伊東　千明
真鍋　嘉利
池澤　克哉
渡辺　　肇

株式情報／会社概要／役員
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事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 6月

基準日
定時株主総会及び期末配当金 3月31日
中間配当金 9月30日
その他、必要がある場合は、あらかじめ公告します。

単元株式数 100株
上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

株主名簿管理人及び
特別口座の管理機関

〒103-8670　
東京都中央区八重洲1-2-1　みずほ信託銀行株式会社

お取扱窓口

証券会社等に口座をお持ちの場合、住所変更や買取請求等
株主様の各種お手続きは、原則として口座を開設されている
証券会社等経由で行っていただくこととなりますので、ご利用
の証券会社等へご連絡をお願いいたします。
証券会社等に口座をお持ちでない場合（特別口座の場合）、右記
のお取扱店にてお取次いたします（みずほ証券で単元未満株式
の買増請求手続きをされる場合は、事前にみずほ信託銀行が
指定する口座に送金していただく必要があります）。
なお、支払明細の発行に関するお手続きにつきましては、みずほ
信託銀行の右記連絡先にお問合せください。

お問合せ先
〒168-8507 東京都杉並区和泉2-8-4　
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
フリーダイヤル 0120-288-324（土・日・祝日を除く 9:00〜17:00）

お取扱店

みずほ証券株式会社
本店及び全国各支店、プラネットブース（みずほ銀行内の店舗）

みずほ信託銀行株式会社
本店及び全国各支店

未払配当金の
お支払

みずほ信託銀行株式会社
本店及び全国各支店

株式会社みずほ銀行
本店及び全国各支店（みずほ証券ではお取次のみとなります）

公告方法
電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して公告します。

株主メモ

コーポレート・コミュニケーション室 
〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32

【株主様専用電話】0422-52-5824  （平日 9:00〜17:00）

本報告書に掲載されている当社及び当社グループの計画、見通し、戦略、判断などのうち、過去の事実でないものは、将来の業績に関する見通しであり、現時点で入手可
能な情報から得られた経営者の判断によるものです。実際の業績は、経済情勢や為替相場などさまざまな要因によって、これらの見通しと異なる可能性があることをご承
知おきください。

中間配当金に関するお知らせにつきましては、はがきの送付に替え、
当社ホームページにてご案内させていただきますので、何卒ご了承くださいますようお願い申し上げます。

単元未満株式（100株未満の当社株式）につきましては、市場で売却することはできませんが、当社が買い取ることや、買い増していただき
単元株式に整理することが可能です。お手続き方法やご不明な点につきましては、お取引の証券会社またはみずほ信託銀行株式会社（上記）
にお問合せください。なお、お手続きにあたり当社が手数料をいただくことはありません。

【お知らせ】 単元未満株式をお持ちの株主様へ

株主様がお持ちの単元未満株式を当社が
市場価格にて買い取りいたします。

株主様がお持ちの単元未満株式と合わせて100株になるよう
不足分を当社が市場価格にて株主様に売却いたします。

単元未満株式の
買取請求

単元未満株式の
買増請求

見やすい
ユニバーサル
デザインフォントを
採用しています。

HPのご案内

投資家の皆様に当社の情報を迅速にお届けするため、横河電機IR情報メールを配信し
ております。ご登録は当社ホームページにて承っております。
http://ir.yokogawa.jp/

ホームページでもさまざまな情報をご覧いただけます。
http://www.yokogawa.co.jp/

IR情報メール配信登録のご案内


